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児童生徒等の健全育成のための学校と警察の連絡制度の実施について（通達）

県警察と県教育委員会及び県私立中学高等学校協会との間において締結された「児童生徒

の健全育成のための学校と警察の連絡制度」に関する協定書に基づく連絡制度については、

「「児童生徒の健全育成のための学校と警察の連絡制度」の実施について」（平成31年３月14

日付け大通達甲（生）第１号、（刑）第１号、（交）第１号）により実施しているところで

あるが、この度、県警察と独立行政法人国立高等専門学校機構大分工業高等専門学校（以下

「大分工業高等専門学校」という。）との間において、「大分高専学生の健全育成のための

学校と警察の連絡制度」に関する協定書を締結したことに伴い、これらの協定書に基づく連

絡制度（以下「連絡制度」という。）について下記のとおり実施することとしたので、適正

かつ効果的な運用を図られたい。

なお、前記通達は、廃止する。

記

１ 目的

連絡制度は、後記２に規定する機関が緊密な連携の下に、情報を交換し、及び共有する

ことにより、児童、生徒及び学生（以下「児童生徒等」という。）の安全確保及び非行防

止を図り、もって児童生徒等の健全育成に資することを目的とする。

２ 連携機関



連絡制度において連携を行う機関（以下「連携機関」という。）は、次に掲げる機関と

する。

(1) 警察本部及び県内の警察署（以下「警察」という。）

(2) 県教育委員会並びに県立の中学校、高等学校及び特別支援学校

(3) 県内の各市町村教育委員会並びにその所管する小学校、中学校及び高等学校

(4) 県内の私立の小学校、中学校及び高等学校

(5) 大分工業高等専門学校

３ 連携の内容

連携機関は、児童生徒等の安全確保及び非行等の問題行動に関する情報を交換し、及び

共有するとともに、必要があると認める場合には、関係する連携機関と協議を行い、及び

所要の対応を行うものとする。

４ 連絡対象事案

学校等（前記２(2)から(5)までに掲げる機関をいう。以下同じ。）と警察の相互連絡の

対象事案（以下「連絡対象事案」という。）は、次に掲げる事案とする。

(1) 警察から学校等への連絡対象事案

ア 逮捕事案（連絡することが不適当であると認められる場合を除く。）

イ 次に掲げる事案のうち、学校等との連携が必要と認められるもの

(ｱ) 逮捕事案以外の犯罪少年に係る事案

(ｲ) 触法少年及びぐ犯少年に係る事案のうち、送致し、又は通告するもの

ウ 不良行為少年に係る事案のうち、特に学校等との連携が必要と認められるもの

エ 犯罪被害に係る事案のうち、学校等との連携が必要と認められるもの（原則として、

本人及び保護者（以下「保護者等」という。）が学校等への連絡に同意しているもの

に限る。）

オ 善行事案のうち、保護者等が学校等への連絡に同意しているもの

(2) 学校等から警察への連絡対象事案

ア 児童生徒等の犯罪及び被害の未然防止並びに児童生徒等の安全確保のため、警察と

の連携が必要と認められる事案

イ 犯罪被害に係る事案のうち、警察との連携が必要と認められるもの（原則として、

保護者等が警察への連絡に同意しているものに限る。）

ウ 善行事案のうち、保護者等が警察への連絡に同意しているもの

５ 連絡責任者等

(1) 警察の連絡責任者等

ア 連絡制度の円滑な運用を図るため、警察に連絡責任者を置き、警察本部にあっては

生活安全部人身安全・少年課長（以下「人身安全・少年課長」という。）を、警察署

にあっては警察署長をもって充てる。



イ 連絡制度に係る事務を処理するため、警察に連絡担当者及び連絡担当補助者（以下

「連絡担当者等」という。）を置き、連絡担当者には大分県警察少年警察活動規程（平

成14年大分県警察本部訓令甲第23号。以下「活動規程」という。）第14条第１項及び

第２項の規定により指定された少年事件選別主任者を、連絡担当補助者には同条第３

項の規定により指定された少年事件選別補助者をもって充てる。

(2) 学校等の連絡責任者等

ア 学校等の連絡責任者には、県教育委員会にあっては教育庁学校安全・安心支援課長

が、県内の各市町村教育委員会にあっては学校教育を主管する課長が、各学校（大分

工業高等専門学校を除く。）にあっては校長が、大分工業高等専門学校にあっては校

長及び学生主事がそれぞれ指定されている。

イ 学校等の連絡担当者には、県教育委員会にあっては教育庁学校安全・安心支援課主

幹が、県内の各市町村教育委員会にあっては学校教育を主管する課の主幹等が、各学

校（大分工業高等専門学校を除く。）にあっては教頭が、大分工業高等専門学校にあ

っては副校長がそれぞれ指定されている。

ウ 学校等の連絡担当補助者には、県教育委員会にあっては教育庁学校安全・安心支援

課指導主事が、県内の各市町村教育委員会にあっては学校教育を主管する課の指導主

事が、各学校にあっては生徒指導主任、生徒指導主事等がそれぞれ指定されている。

６ 警察から学校等への連絡の方法等

(1) 連絡の方法等

連絡担当者等は、学校等への連絡を必要と認めるときは、連絡表（別記様式）を作成

して連絡責任者の決裁を受けた後、面接又は電話による口頭連絡の方法により連絡を行

うものとする。

(2) 連絡の時期

学校等への連絡は、原則として、次に掲げる事案に応じ、それぞれ定める時期に行う

ものとする。

ア 逮捕事案 逮捕後可能な限り早い時期

イ 任意事案、触法事案及びぐ犯事案 事案の全容が判明した時点（捜査又は調査の運

営上、支障があるときは、捜査若しくは調査が終了した時点又は送致（付）し、若し

くは通告した時点）

ウ 不良行為少年に係る事案 事案発生の都度、学校等における早期の指導等の必要性

を考慮の上、可能な限り早い時期

エ 犯罪被害に係る事案及び善行事案 可能な限り早い時期

(3) 連絡の内容

連絡の内容は、連絡対象事案に係る児童生徒等の氏名、事案の概要及び児童生徒等の

健全育成に資するために必要な情報とする。



(4) 管轄区域外に所在する学校に在籍する児童生徒等に係る連絡の方法等

ア 警察署長は、県内の自署管轄区域外に所在する学校に在籍する児童生徒等に係る連

絡対象事案を取り扱った場合は、前記(1)から(3)までの規定に準じて学校等への連絡

を行うものとする。この場合においては、当該学校が所在する地域を管轄する警察署

長に連絡表の写しを送付し、相互の連携に努めるものとする。

イ 警察署長は、県外に所在する学校に在籍する児童生徒等に係る連絡対象事案を取り

扱った場合は、人身安全・少年課長と協議の上、対応するものとする。

７ 学校等からの連絡に対する措置

連絡担当者等は、連絡制度に基づき学校等から連絡を受けた場合は、事実を正確に把握

した後、連絡表を作成の上、連絡責任者に報告して指揮を受けるとともに、時機を失する

ことなく児童生徒等の非行及び被害の防止、安全確保その他の児童生徒等の健全育成に資

するための適切な措置をとるものとする。

なお、当該連絡に係る事案が犯罪等を構成する場合は、関係法令に基づき、速やかに捜

査又は調査を行うとともに、児童生徒等の適切な処遇、被害者の保護等が図られるよう必

要な措置をとるものとする。

８ 記録

(1) 学校等への連絡を行った場合の記録

連絡制度に基づき学校等への連絡を行った場合は、当該連絡を行った事案が、送致

（付）し、又は通告した事案の場合にあっては身上調査表（犯罪捜査規範（昭和32年国

家公安委員会規則第２号）別記様式第21号）の処遇上参考となる事項を記載する欄又は

児童通告書（触法調査又はぐ犯調査に関する書類の様式を定める訓令（平成19年警察庁

訓令第12号）別記様式第37号）の「備考」欄に「学校等連絡済」と朱書きし、不良行為

少年に係る事案の場合にあっては少年補導票（活動規程第５号様式）の「学校連絡」欄

に所要の記載をするものとする。

(2) 学校等から連絡を受けた場合の記録

連絡制度に基づき学校等から連絡を受けた場合は、連絡表を作成し、処理経過につい

ても記録しておくものとする。

９ 留意事項

(1) 秘密保持の徹底

連絡制度において取り扱う情報は、秘密の保持が厳守されるべき個人情報であること

から、連絡制度の目的を逸脱した取扱いをしないよう特段の配意をするとともに、連絡

に当たっては、連絡責任者の指揮の下、組織的な対応を図ること。

(2) 連絡漏れの防止

連絡対象事案は、その内容が生活安全部門だけでなく、刑事部門及び交通部門にも及

ぶものもあることから、関係職員に対して連絡制度の周知徹底を図り、関係部門の連携



を強化して連絡漏れの防止を図ること。

(3) 学校関係者との緊密な連携

学校警察連絡協議会等を通じて、各学校との電話による連絡に必要な具体的な連絡手

段を確保するよう、事前に緊密な連携を図ること。

(4) 正確な連絡

学校等に連絡するときは、共犯者が多数存在する事件や複雑な事案について誤解を避

けるため、学校等の連絡担当者等を招致して行うなど、正確な連絡を行うよう配意する

とともに、感情的又は推定的な言動を慎むこと。

(5) 情報の取扱いに関する要請

学校等への連絡事項については、連絡制度の目的に沿い、専ら児童生徒等本人への指

導及び教育のために活用し、警察が連絡をしたことによって、当該児童生徒等に不利益

処遇を行うなど、学校等が児童生徒等の健全育成に反する措置をとることがないよう、

その都度、当該学校の連絡責任者に対する要請を徹底すること。

(6) 保護者の理解及び協力

学校等への連絡に当たっては、保護者の承認を必要とするものではないが、連絡制度

の趣旨及び教育的な指導の必要性を踏まえ、保護者に対して警察から学校等へ連絡する

旨を説明し、理解を得るよう努めるとともに、保護者等において自ら在籍する学校に連

絡するよう指導すること。

なお、学校等への連絡対象事案以外の事案であっても、保護者等に対し、安易に「学

校へは連絡しない。」旨の言動を行うことは、厳に慎むこと。

(7) 保護者からの苦情等に対する対応

学校等への連絡に関し、保護者から苦情等が寄せられた場合は、連絡制度の趣旨及び

教育的な指導の必要性を踏まえ学校等に連絡をした旨を明確に説明し、理解を得られる

ように努めること。この場合において、保護者からの苦情等の内容が、連絡を受けて学

校が行った謹慎等の不利益処遇に関するものであるときは、学校にその旨を連絡し、責

任者に対応を求めること。

なお、苦情等の内容は、人身安全・少年課長に速報すること。

10 適切な事後措置への配慮

連絡制度の目的は、警察と学校等が連携して児童生徒等の健全育成を図るものであるこ

とを十分認識した上、個々の事案に応じて適切な事後措置が講じられるよう配慮するもの

とする。

（人身安全･少年課企画・指導係）

（ 刑 事 企 画 課 指 導 係 ）

（ 交 通 指 導 課 指 導 取 締 係 ）



別記様式

連 絡 表 （ 警察署）

（□ 逮捕 □ 任意）
事案種別

□ 犯罪 □ 触法 □ ぐ犯 □ 不良行為 □ 被害 □ 善行

連絡年月日 年 月 日（ ） 時 分 （ 送 ・ 受 ）

警 察 □ 少年事件選別主任者 □ 少年事件選別補助者

連 絡 者
□ 校 長 □ 教 頭 □ 副校長 □ 生徒指導主任・主事

学 校
□ その他 連絡者名等（ ）

□ 小学校 □ 中学校 □ 高 校 □ 高 専

学 校 名 等
学校名（ ）

学 年
年 組

ふ り が な

氏 名

概 要

健全育成に

必要な情報

連絡方法 □ 電 話 □ 面 接 □ その他（ ）

学校等の把握状況 認 ・ 否 （ 認知の端緒： 保護者・本人・その他 の報告 ）

児童生徒等の措置 □ 通常送致 □ 簡易送致 □ 通告 □その他（ ）

作 成 者 年 月 日 階級 氏名

参 考

※ 参考欄には、本制度を運用するに当たり、苦情があった事案、紛議を生じた事案等、
参考となる事項を記載すること。
なお、苦情等があった場合は、人身安全・少年課長に速報し、対応措置結果を本書

に添付すること。


